
震災に係る住宅取得等資金の非課税のあらまし

（R5.12）

　受贈者ごとの非課税限度額は、新築等をする住宅用の家屋の種類に応じた金額となります。

　なお、令和４年分の贈与税の申告で「震災に係る住宅取得等資金の非課税」の適用を受けて贈与税

が非課税となった金額がある場合には、その金額を控除した残額が、令和５年分の贈与税の申告で非

課税の適用を受けることができる金額となります。

　省エネ等住宅の概要については、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載されてい

るパンフレット「『住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税』等のあらまし（令和４年

５月）（令和４年11月改訂）」をご覧ください。

　「住宅取得等資金の非課税」の適用を受ける人（又は受けた人）、令和３年分以前の年分において

「震災に係る住宅取得等資金の非課税」の適用を受けた人は、原則として、新たに贈与を受けた住宅

取得等資金について「震災に係る住宅取得等資金の非課税」の適用を受けることができません。

　ただし、平成22・24年度の各税制改正前の「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けた人は「震災

に係る住宅取得等資金の非課税」の適用を受けることができる場合があります。

(注)１

　　２

　　３

https://www.kantei.go.jp/saigai
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0022005-028.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0022005-028.pdf



